















































































 第 2 章では、わが国における創造都市政策の全体像を把握すべく、文化庁における一連の取組
みについて整理しているとともに、全国 872 自治体にアンケート調査を実施し、その結果をまと
める形で政策領域の横断性に着目した分析を行っている。 








 それを受けて、2013 年 1 月に創造都市ネットワーク日本が設立されている。当設ネットワーク





































市の 5 つである。 















































 以上の知見より、終章では創造都市政策の体系について、第 2 章でみられた政策領域の横断性
や第 3 章でみられた時間軸上の創造都市政策の構造、そして第 4 章でみられた集積の利としての
協働性とそれが生まれる移動性を担保する空間構造をもとに、それら時間・空間を生成する都市
政策であると結論づけている。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
